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【輸出管理実務をわかりやすく】 
～大学編～ 

 
 「大学･研究機関向けQ&A」・「貨物・技術の合体マトリックス表」 
 

を活用した効率的な管理 

一般財団法人 安全保障貿易情報センター 
  

              田仲 信夫 



2 

内  容 
１．何が規制されるのか 
 

２．輸出管理で求められるものとは 
 （１）体制の構築（輸出者等遵守基準） 
 （２）貨物の輸出 
 （３）技術の提供（効率的運用も含めて） 
 

３．その他 
４．まとめ 
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１．何が規制されるのか 
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     もの（貨物）を海外に輸出する場合、許可が必要な場合がある 
                                 ↓ 
                  ○国際輸出管理レジームで規制されるもの （リスト規制） 
                  ○上記以外で懸念用途に用いられるおそれがある場合 
                                            （キャッチオール規制） 

     技術を提供する場合（居住者→非居住者*、技術の持出し）、 
                           許可が必要な場合がある 
                                 ↓ 
                  ○国際輸出管理レジームで規制される技術 （リスト規制） 
                  ○上記以外で懸念用途に用いられるおそれがある場合 
                                            （キャッチオール規制） 
     
                         *留学生等に対する技術提供はこれに当たる。 
                              法令上は外国における居住者間取引も対象となっているが 
                              この説明では省略する。 

１．何が規制されるのか ① 
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運用通達 役務通達 

１．何が規制されるのか ② 
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１．何が規制されるのか ③ 
輸出令別表１・
外為令別表の

項番 

輸
出
管
理
国
際
レ
ジ
ー
ム 
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２．輸出管理で求められるものとは 
  
  （１）体制の構築（輸出者等遵守基準） 
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  ２．輸出管理で求められるものとは 
   （１）体制の構築（輸出者等遵守基準） ① 

※経済産業大臣は、基準に従い指導や助言、違反 があった 
  場合には勧告・命令を行うことができる 
 （命令に違反した場合のみ罰則の対象） 



Ⅰ 輸出者等の遵守基準 

①該非を確認する責任者選定 

②関係者に最新法令の周知 

Ⅱ ﾘｽﾄ規制品輸出等の遵守基準 

①組織の代表者を輸出管理責任者に 

②組織内の輸出管理体制の構築 

③該非判定の手続きを定める 

④ﾘｽﾄ規制品の輸出等の際の用途/需要者 
 確認の手続きを定め、実施 

⑤出荷確認の実施 

⑥輸出管理の監査手続きを定め実施に努める 

⑦従事者等への研修の実施に努める 

⑧関連文書の適切期間の保存に努める 

⑨法令違反の報告と再発防止策の実施 

責任者を選定して、最新の法令で該非
判定を行う（キャッチオール規制の確認
を含む） 

組織の代表者が責任者となり、管理体
制を構築して業務分担などを明確にし、
定めた手続きに従って該非判定を行う。
リスト規制該当の場合は定めた手続き
に従って用途・需要者確認を行い、出荷
時の確認を行う 

法令違反の報告と再発防止策の実施 

適正な実施のための監査の実施、従業員等
への研修の実施、関連文書の保存 

一
階
部
分 

二
階
部
分 
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  ２．輸出管理で求められるものとは 
   （１）体制の構築（輸出者等遵守基準） ② 
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２．輸出管理で求められるものとは 
  
   （２）貨物の輸出 
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貨物の輸出の確認手順： まず該非判定を行うのが効率的 
               （少額特例の確認の例） 
 

輸出許可が必要 

２～４項 ５～１３、１５項 １４項 １６項 

ｷｬｯﾁ規制特例 
輸出令第4条第1項第三号 

貨物の該非判定 

  ２．輸出管理で求められるものとは 
   （２）貨物の輸出 ① 

１項 

対象外：食料品、木材、家具など 

  少額特例 
輸出令第4条第1項第四号 

該当せず 

該当 

許
可
申
請
不
要 

該当せず 

許
可
申
請
不
要 

該当 



METI説明会資料より 12 

  ２．輸出管理で求められるものとは 
   （２）貨物の輸出 ② 



METI説明会資料より 13 

  ２．輸出管理で求められるものとは 
   （２）貨物の輸出 ③ 
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（参考）貨物のマトリックス表  METI/HPより抜粋 

  ２．輸出管理で求められるものとは 
   （２）貨物の輸出 ④ 
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  ２．輸出管理で求められるものとは 
   （２）貨物の輸出 ⑤ 

（参考）関係法令集 と用語索引集 
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２．輸出管理で求められるものとは 
  
  （３）技術の提供（効率的運用も含めて） 
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１～１５項 １６項 
 １．対象技術 
 （外為令別表） 

（主な例外規定） 
  貿易外省令 

公知の技術 基礎科学分野
の研究 

ｷｬｯﾁ特例 
（１６項のみ） 第9条第２項第九号 

第9条第２項第十号 第9条第２項第七号 

 ２. 提供形態 
居住者→非居住者 技術の持出し 

外為法第２５条 

＆ 

ＯＲ 

設 計 ・ 製 造 ・ 使 用 技 術 

Ⅰ．技術提供の規制の概要 

  ２．輸出管理で求められるものとは 
   （３）技術の提供 ① 

役務取引許可が必要 

許
可
申
請
不
要 

許
可
申
請
不
要 

許
可
申
請
不
要 
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  ２．輸出管理で求められるものとは 
   （３）技術の提供 ② 

Ⅱ．技術の提供の確認手順（留学生等の受入れの場合） 
 

 １．対象技術についての確認 
   （１）どのような技術を提供するのか？ 
 

        ① 研究内容に関連して提供する技術 

        ② 研究を実施する上で使用する実験機器などの操作技術  

   （２）提供する技術が規制の対象か？ 
 

        ① 例外規定（許可申請不要）に当たるか確認 
        ② 例外規定に当たらない場合、技術の該非判定 
        ③ 技術が非該当であっても、キャッチオール規制の確認は必要  

 ２．提供形態についての確認 
   （１）居住性→非居住者への提供か？ 
   （２）技術を持ち出すか？ 
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Ⅱ．技術の提供の確認手順（留学生等の受入れの場合） 
 

 １．対象技術についての確認 
   （１）どのような技術を提供するのか？ 
 

        ① 研究内容に関連して提供する技術 
          ・受入教員が研究内容の専門家（受入教員の協力が不可欠） 
          ・研究内容を事務方で把握するのは困難 
          → URAの活用など受入教員とのコミュニケーションが重要 
 

        ② 研究を実施する上で使用する実験機器などの操作技術  
          ・使用する実験機器などは、把握可能か？ 
          ・操作技術の該非判定は可能か？ 
        → 大学・研究機関向けQ&Aで「一般的に許可不要に」 
          （一般的に、使用する実験機器などの操作技術の確認が不要に） 
            

  ２．輸出管理で求められるものとは 
   （３）技術の提供 ③ 
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  ２．輸出管理で求められるものとは 
   （３）技術の提供 ②再掲 

Ⅱ．技術の提供の確認手順（留学生等の受入れの場合） 
 

 １．対象技術についての確認 
   （１）どのような技術を提供するのか？ 
 

        ① 研究内容に関連して提供する技術 

        ② 研究を実施する上で使用する実験機器などの操作技術  

   （２）提供する技術が規制の対象か？ 
 

        ① 例外規定（許可申請不要）に当たるか確認 

        ② 例外規定に当たらない場合、技術の該非判定  

 ２．提供形態についての確認 
   （１）居住性→非居住者への提供か？ 
   （２）技術を持ち出すか？ 
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  ２．輸出管理で求められるものとは 
   （３）技術の提供 ④ 

Ⅱ 技術の提供の確認手順（留学生等の受入れの場合） 
 

 １．対象技術についての確認 
   （２）提供する技術が規制の対象か？ 
 

        ① 例外規定（許可申請不要）に当たるか確認  （研究内容に関連して提供する技術） 
        ・法令上は規制の対象となる技術の例外規定 
          ・技術の例外規定は、全ての規制の対象となる技術に適用可 
 

       → 効率的な場合には、例外規定を先に確認も可能に 
        （大学・研究機関向けＱ＆Ａ１４） 
        ただし、例外規定を適用する場合、その範囲に要注意！ 
        また、学内で定めた該非判定手続きとの整合性に注意 
        

        例外規定 
          公知の技術・・・ 「不特定多数」の者への提供が前提。「特定多数」 
                    は対象となっていないことに注意       
           

          基礎科学分野の研究・・・範囲が限定されており、「基礎的な研究」 
                          ではないことに注意 
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 例外規定「公知の技術」の確認手順 
   負担軽減される場合は、確認の順番の入れ替えて確認も可 

法令上の整理   

１．外為令別表に該当する技術か 
２．居住者→非居住者、持出し？ 

１＆２に該当する場合、許可申請要 

「公知の技術」該当する場合は 
許可申請不要 

実務上の整理 
公知になっていることが明らかな場合に有効 

（管理規程と整合させることが重要）   

「公知の技術」該当する場合は 
許可申請不要 

１．外為令別表に該当する技術か 
２．居住者→非居住者、持出し？ 

１＆２に該当する場合、許可申請要 

  ２．輸出管理で求められるものとは 
   （３）技術の提供 ⑤ 

「大学・研究機関向けQ&A １４」 
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（参考１） 例外規定 公知の技術（貿易外省令第9条第２項第九号） 
      → 提供する技術が以下の範囲であれば許可申請不要 
 

       ただし、「特定多数」は対象となっていないことに注意 
       → 考え方は、大学・研究機関向けQ&A９～１２が参考になる     

九 公知の技術を提供する取引又は技術を公知とするために当該技術を提供する取引（特定 
 の者に提供することを目的として公知とする取引を除く。）であって、以下のいずれかに該当 
 するもの 
  イ 新聞、書籍、雑誌、カタログ、電気通信ネットワーク上のファイル等により、既に不特定 
   多数の者に対して公開されている技術を提供する取引 
  ロ 学会誌、公開特許情報、公開シンポジウムの議事録等不特定多数の者が入手可能な 
   技術を提供する取引 
  ハ 工場の見学コース、講演会、展示会等において不特定多数の者が入手又は聴講可能 
   な技術を提供する取引 
  ニ ソースコードが公開されているプログラムを提供する取引 
  ホ 学会発表用の原稿又は展示会等での配布資料の送付、雑誌への投稿等、当該技術を 
   不特定多数の者が入手又は閲覧可能とすることを目的とする取引 

（貿易外省令第９条第２項第九号） 

  ２．輸出管理で求められるものとは 
   （３）技術の提供 ⑥ 
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  ２．輸出管理で求められるものとは 
   （３）技術の提供 ⑧ 

 

○「大学・研究機関向けQ&A」に、次の見解が示された 
   相手が不特定多数、特定多数に拘わらず、以下であれば、 
   規制の対象外。 
 

 ・市販された教科書等による講義（Q&A９） 
 

 ・不特定多数を対象としたオンライン講座（Q&A１０） 
  （ただし、特定多数の場合は公開された情報の場合のみ） 
 

 ・公知化を目的とした学会発表（Q&A１１） 
 

 ・不特定多数が入手／閲覧可能とするための論文 
  発表等（Q&A１２） 
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（参考２） 例外規定 基礎科学分野の研究活動 
              （貿易外省令第9条第２項第十号） 
 

      → 提供する技術が以下の範囲であれば、許可申請不要（実験機器  
        等の使用技術を含む） METI/HP 技術関連Q&A４６参照 
        ただし、範囲が限定され、「基礎的な研究」ではないことに注意！           

  ２．輸出管理で求められるものとは 
   （３）技術の提供 ⑦ 

（貿易外省令第９条第２項第十号） 
   基礎科学分野の研究活動において技術を提供する取引  

（役務通達： 外国為替及び外国貿易法第２５条第１項及び外国為替令第１７条第２項の規定に基づき許可を 
          要する技術を提供する取引又は行為について ） 
 １（３） 用語の解釈 
   ク 基礎科学分野の研究活動とは、自然科学の分野における現象に関する原理の 
    究明を主目的とした研究活動であって、理論的又は実験的方法により行うもので   
    あり、特定の製品の設計又は製造を目的としないものをいう。  
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  ２．輸出管理で求められるものとは 
   （３）技術の提供 ②再掲 

Ⅱ．技術の提供の確認手順（留学生等の受入れの場合） 
 

 １．技術についての確認 
   （１）どのような技術を提供するのか？ 
 

        ① 研究内容に関連して提供する技術 

        ② 研究を実施する上で使用する実験機器などの操作技術  

   （２）提供する技術が規制の対象か？ 
 

        ① 例外規定（許可申請不要）に当たるか確認 

        ② 例外規定に当たらない場合、技術の該非判定  

 ２．提供形態についての確認 
   （１）居住性→非居住者への提供か？ 
   （２）技術を持ち出すか？ 
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     外為令別表 １～１５項（リスト規制）    → 原則、役務取引許可が必要 
     外為令別表１６項（キャッチオール規制） → 懸念用途に用いられるおそれが 
                                 ある場合は役務取引許可が必要 
 

    この確認は、事務方だけで判定することは困難  
    → 技術を提供する先生方の協力が不可欠。（URAの活用など） 
 

    → 技術は、貨物の設計／製造／使用技術を中心に規制されているので、 
      METI/HP上で公開されている 「貨物・技術の合体マトリックス表」 
    を使うと貨物と技術の関係が分かりやすく、便利。  
     ただし、貨物の項番を引用していない「はみ出し技術」もあるので注意 

  ２．輸出管理で求められるものとは 
   （３）技術の提供 ⑧ 

Ⅱ．技術の提供の確認手順（留学生等の受入れの場合） 
 

 １．技術についての確認 
   （２）提供する技術が規制の対象か？ 
       ② 例外規定に当たらない場合、技術の該非判定  （研究内容に関連して提供する技術） 
        ＝ 役務取引許可申請が必要か否かの判断のための確認 
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 （貨物・技術の合体マトリックス表）→経産省が包括的要請書を受けて公表 
http://www.meti.go.jp/policy/anpo/matrix_intro.html 

（参考）従来 

  ２．輸出管理で求められるものとは 
   （３）技術の提供 ⑨ 

貨物のマトリックス表 技術のマトリックス表 
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Ⅱ．技術の提供の確認手順（留学生等の受入れの場合） 
 

 １．技術についての確認 
   （１）どのような技術を提供するのか？ 
        ② 研究を実施する上で使用する実験機器などの操作技術  
          ・使用する実験機器などは、把握可能か？ 
          ・実験機器の操作技術の該非判定は？ 
 
 

       従来は、使用（操作）する実験機器などの該非判定を行い、次に操作技術 
      が規制されているかどうか確認 

 研究室の実験機器は、そもそも輸出を前提としたものではないので、該非
判定は行っていない 

 実験機器は使用するが、該非判定できる知識はない 
 実験機器の該非判定を誰に頼んでよいか分からない 
 多く機器があり、全ての機器の該非判定を行うのは極めて困難 

   などの問題があった 
 

  ２．輸出管理で求められるものとは 
   （３）技術の提供 ⑩－１ 
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Ⅱ．技術の提供の確認手順（留学生等の受入れの場合） 
 

 １．技術についての確認 
   （１）どのような技術を提供するのか？ 
        ② 研究を実施する上で使用する実験機器などの操作技術  
          ・使用する実験機器などは、把握可能か？ 
          ・操作技術の該非判定判定は？ 
        → 大学・研究機関向けQ&Aで「一般的に許可不要に」 
          （一般的に使用する実験機器などの操作技術の確認は不要）            

  ２．輸出管理で求められるものとは 
   （３）技術の提供 ⑩－２ 

 （大学・研究機関向けQ&A） → 経産省が包括的要請書を受けて公表 
（Ｑ７）研究室の留学生等が行う研究において、リスト規制に該当する貨物を用いて研究に必要なデータを計
測する必要があります。多くのデータが必要になるため、留学生等に操作方法を教えようと思いますが、この
場合、該当貨物の使用等に必要な技術として役務許可申請が必要となるのでしょうか。なお、留学生等の研
究内容はリスト規制には該当しない基礎的な研究です。 
 
（Ａ７）基本的に、「必要な技術」とは、規制の性能レベル、特性若しくは機能に到達し又はこれらを超えるため
に必要な技術をいいますので、非該当貨物と同等の操作技術は、「必要な技術」には当たらないと考えられ
ます。従って、大学の研究室で留学生等が行う研究で必要となる機器等の操作方法を教える程度のもので
あれば、一般的に、当該貨物の使用等に必要な技術には該当しないものと考えられます。 



31 

  ２．輸出管理で求められるものとは 
   （３）技術の提供 ⑩－３ 

Ⅱ．技術の提供の確認手順（留学生等の受入れの場合） 
 

 １．技術についての確認 
   （１）どのような技術を提供するのか？ 
        ② 研究を実施する上で使用する実験機器などの操作技術  
          ・使用する実験機器などは、把握可能か？ 
          ・操作技術の該非判定判定は？ 
        → 大学・研究機関向けQ&Aで「一般的に許可不要に」 
          （一般的に使用する実験機器などの操作技術の確認は不要）            

  ただし、大学・研究機関向けQ&A７では、一部の貨物（原子力専用品など）の 
 操作技術は許可申請不要とならないので要注意 
 

  また、Q&A８で「スパコンの操作マニュアル等が該当技術であれば許可申請 
 が必要です。」と記載されているので要注意 
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１～１５項 
１６項 

 １．対象技術 
 （外為令別表） 

（主な例外規定） 
  貿易外省令 

公知の技術 基礎科学分野
の研究 

ｷｬｯﾁ特例 
（１６項のみ） 第9条第２項第九号 

第9条第２項第十号 第9条第２項第七号 

 ２. 提供形態 
居住者→非居住者 技術の持出し 

外為法第２５条 

＆ 

ＯＲ 

設 計 ・ 製 造 ・ 使 用 技 術 

Ⅰ．技術提供の規制の概要 

  ２．輸出管理で求められるものとは 
   （３）技術の提供 ①再掲 

役務取引許可が必要 

許
可
申
請
不
要 

許
可
申
請
不
要 

許
可
申
請
不
要 
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（２） 居住性の判断 
 財務省通達が唯一の判断基準。 判断に迷う場合は経産省に確認。 

METI説明会資料より 

  ２．輸出管理で求められるものとは 
   （３）技術の提供 ⑪ 



34 

  ○ 居住性の判断については、 「大学・研究機関向けQ&A」の 
   Q&A15～２１に説明はあるが、最終的な判断の拠り所は 
   財務省通達。しかし、判断に迷うケースも。 
 

  ○ 来日後６ヶ月経過すれば居住者扱いになっても、留学生 
   が他の非居住者に技術を提供したり、帰国時の技術資料等 
   の持ち出しは規制対象。 
  ○ 提供する技術の該非判定を行えば、非該当となるケース 
   が多い。 → 居住性の判断が不要に 
 

  ○ 管理実務上は、留学生等を全て（来日後６ヶ月以上経過し 
   た者等を含む）を該非判定の対象とし、「帰国時の技術資料 
   の持出し等に関する注意喚起」を行うなど、慎重に管理する 
   対象（該当技術を教える場合の特定）を絞り込むのも一案。 

  ２．輸出管理で求められるものとは 
   （３）技術の提供 ⑫ 



来日 

来日後 
６カ月 

留学生に対する技術提供は規制 
対象 
 ○どのような技術を提供するのか？ 
    ①研究内容に関連して提供す 
     る技術 
    ②研究に使用する機器の使用 
     技術 
  ○提供する技術が規制対象か？ 
     ①技術の該非判定が困難 
     ②機器の該非判定が困難 
   

 改善事項 

帰国 

留学生は非居住者 

留学生は居住者扱い 

留学生に対する技術提供は規制対象外。 
 
ただし、他の非居住者に対する技術提供
は規制対象。 
 
また、帰国時の技術資料等の持出しは 
規制対象。  
 

現 在 

留学生は非居住者 

○該非判定支援ツール（貨物・  
 技術の合体マトリックス表）の 
 提供 
 → 技術の該非判定が容易に。 
 
○「該当の使用技術」の明確化 
 （大学・研究機関向けQ&A７） 
 → １項・２項の一部を除き、研 
   究で使用する機器の操作 
   技術は規制対象外へ。 

留学生は非居住者 

留学生に対する技術提供は規制 
対象 
  → 研究内容の該非で判断が可能に。 
   また、合体マトリックスによって効 
   率的な該非判定が可能に。 
 
  

留学生は居住者扱い 
留学生に対する技術提供は規制 
対象外であるが、一定の管理を行う
ことによって管理対象を絞り、効率
的な管理へ 
（他の非居住者への提供） 

留学生は非居住者 

（参考）一昨年提出した包括的要請書で得られたもの 

○ 留学生に対する注意喚起 
 （大学・研究機関向けQ&A１９） 
 → 現実的な管理（注意喚起） 
   を提示 

（技術の持ち出し） 
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（参考）「大学研究機関向けＱ＆Ａ」と「貨物・技術の合体マトリックス表」 

「大学・研究機関向けＱ＆Ａ」 
http://www.meti.go.jp/policy/anpo/daigakuqanda/daigakuqanda.pdf 

「貨物・技術の合体マトリックス表」 
http://www.meti.go.jp/policy/anpo/kanri/shyourei-matrix/kamotsu_ekimu_matrixfile.xls 
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３．その他 
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１．留学生等受入れ時に研究テーマが決まっていない場合は・・・ 

○ 技術提供の場合、技術を提供するまでの許可を取得 
    役務通達の中に「許可を必要とする時点」が示されている 
 
○ 外為法上、留学生等の受入れの規制ではなく、技術の提供に関する規制 
 
 

→ 研究テーマが決まっていなくても受入れ自体は可。 
  テーマが決まり、該当技術を提供するなどの場合には許可申請を行えばよい 
  ただし、許可申請をすれば１００％許可されるというわけではないので、 
  － テーマの変更も想定 
  － 技術の該当項番、留学生等に関する懸念情報がある場合は許可されない 
    可能性もあるので、受入れ判断は慎重に！  
    特に、リスト規制が想定される研究室（原子力、航空宇宙など） 
  － 留学生等が居住者扱いになっても、技術の持ち出し規制等があり、一定の 
    管理は必要 

３．その他 ① 



○ 日本で開催される国際会議などに参加するために来日し、研究室に 
  立ち寄る場合、スケジュール等を事前に把握しチェックすることは困難 
○ 将来的な共同研究などを視野に入れた意見交換のために来日し、 
  研究室に立ち寄る場合、どのような技術を提供するのか想定するのが 
  困難 
などの対応 
 
 → 航空宇宙、原子力など規制対象技術を保有している研究室等に、以下 
  で対応することを周知するのが現実的。 
  この場合、規程上で明記することが重要。 
  －非該当技術の範囲での技術提供に留め、該当技術は提供しない 
  －該当技術を提供する場合は、別途、許可を取得してから提供 
 
なお、「一般包括許可（通称 ホワイト包括）」の取得も効果的。 
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２．短期の研究者受入れ等の対応 

３．その他 ② 
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４．まとめ 
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４．まとめ ① 

大学における輸出管理は新たな段階に 
 

１．文部科学省による外国人留学生増加に 
 向けた取組 
 スーパーグローバル大学創成支援 
   海外大学のユニット誘致など 
 留学生３０万人計画に向けた取組  
 
 

２．新たな課題と着実な管理の実施 
 誘致した海外大学のユニットは非居住者扱い？ 
   円滑な事業実施のために文科・経産両省で協議を 
着実な管理の実施 → 次頁  
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輸出管理実務は、制度を正しく理解して
効率的に。管理規程との整合性に注意 
 

該当＝受入れ不可 ではなく、許可申請
手続きが必要ということ 

  → 許可申請手続きを簡素化するため 
   に 「一般包括許可（ ホワイト包括）」 
   の活用も 

４．まとめ ② 
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（参考） ＣＩＳＴＥＣが提供するサービス概要 
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（参考） ＣＩＳＴＥＣのＷｅｂセミナー 
http://www.cistec.or.jp/service/webseminar/index.html 
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（参考） ＣＩＳＴＥＣのｅラーニング 
http://www.cistec.or.jp/service/elearning/index.html 
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ご清聴ありがとうございました。 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0CAcQjRxqFQoTCN3xoL_QwMcCFWcxpgod1rcPAg&url=http://azukichi.net/ojigi/ojigi044.html&ei=j3vaVZ3uNefimAXW774Q&psig=AFQjCNG8FFNZOa5QJSUatGrYgSTYjkjoQg&ust=1440468176384116
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